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【問　題】

　文部科学省が2012年に発表した調査報告による

と，小中学校の通常学級に在籍する児童生徒の3.1%

（95%信頼区間：2.9-3.3%）が，不注意および多動・

衝動に関連した行動上の問題を示すことが推定さ

れている１）。このような問題傾向を示す児童生徒

の背景には，注意欠陥・多動性障害（Attention 

Deficit/Hyperactivity Disorder：以下，AD/HD
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Abstract

　This study aimed to examine the effects of Mindfulness Training（MT）in children who present inattentive and 
hyperactive/impulsive behaviors. Twelve children（5 girls and 7 boys; mean age = 10.00 ± 0.60）participated in MT 
called Mindful Awareness Practices （MAPs）delivered over 8 weeks. Children and their parents/trainer completed 
measures assessing the children’s inattentive and hyperactive/impulsive behaviors, mindfulness skills, and attentional 
functions Trail Making Test（TMT）and gamma activity in the frontal region）．Following the MAPs, significant 
improvements were shown in inattention, hyperactivity/impulsivity, and mindfulness skills scores. Additionally, 
children with more behavioral difficulties indicated a larger effect on inattentive behaviors. However, no significant 
changes were shown in attentional functions（TMT and gamma activity）．These results suggested that the MAPs 
conducted in this study were effective for behavioral difficulties such as inattentive behaviors.
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とする）の存在が予測されるが，野田・岡田・谷・

大西・望月・中島・辻井２）は，医学的な診断を受

けていないまでも，不注意や多動・衝動的な行動傾

向を示す児童が相当数存在することを指摘している。

　このAD/HDは，不注意，多動・衝動性といった

行動的特徴によって記述される３）。このうち，不注

意とは，注意が容易にそれやすい，あるいは注意の

切り替えが困難である，忘れ物が多い，指示を聞い

ていない，順序立てて行動することが困難である

などの特徴を有するとされる４）。同様に，多動性は，

一定時間座っていられず立ち歩く，手足や体の一部

を絶えず動かしている，しゃべりすぎるなどの特徴，

衝動性は，質問が終わる前に出し抜けに答える，遊

具の使用やゲームの順番が待てない，人の会話や遊

びに割り込むなどの特徴を有するとされる４）。そし

て，学校場面においては，このような行動上の問題

を示しやすいことによって，学業に支障をきたし，

仲間からの拒否および孤立，自尊感情の著しい低下，

攻撃性や抑うつ症状を示すことが明らかにされてい

る２, ５）。これらのことを踏まえると，前述のような

行動上の特徴を有する児童生徒の適応を高める支援

を考える際には，不注意および多動・衝動的行動に

対する介入的支援が必要であると考えられる。

　AD/HDにおける不注意および多動・衝動的な

行動的特徴の背景には，これまでの研究によっ

て，中枢神経系の機能障害およびそれに基づく認知

機能（特に，注意機能）の障害があると考えられ

ている。たとえば，MRI（Magnetic Resonance 

Imaging）を用いて脳の様相を記述した研究におい

ては，AD/HDを呈する者は，持続性の注意機能に

重要な役割を果たすとされる右前頭葉の容量が左前

頭葉と比較して相対的に減少していること６），同様

にSPECT（Single Photon Emission Computed 

Tomography）を用いた研究においては，AD/HD

の重症度が，右前頭葉外側部の血流量と相関が高い

ことが示されている７）。また，認知機能検査や質問

紙を用いた研究においても，AD/HDを呈する者は，

健常群と比較して，注意の切り替えや持続的注意な

どを含む「注意機能」に問題があることが示されて

いる８, ９）。したがって，このような注意機能を改善

することが可能になれば，不注意や多動・衝動的行

動の改善も期待できると考えられる。

　このような注意機能を改善する具体的な介入と

して，近年になって，「マインドフルネス」に基づ

く手続きが注目されるようになってきた10, 11）。マイ

ンドフルネスとは，「意図的に，今この瞬間に，評

価することなく，注意を向けること」と定義されて

おり12），特定の対象に意識的に注意が向けられる心

のモードであるととらえられている13）。したがって，

不注意および多動・衝動的行動を有する児童生徒に，

マインドフルネス状態を獲得させることができれば，

注意機能が改善されることを通じて，児童生徒の適

応支援において有力な手続きになる可能性が高いと

考えられる。

　このようなマインドフルネス状態の獲得を目的

とした手続きは，マインドフルネストレーニング

（Mindfulness Training；以下，MTとする）と呼

ばれ，主に成人を対象として，不安や抑うつなどの

精神健康上の問題や，行動上の問題の改善に対して

有効であることが示されている14, 15, 16）。

　また，このようなMTの適用範囲は，成人のみ

ならず児童生徒に対しても次第に広がってきてい

る。たとえば，Carboni et al.11）は，AD/HDを呈

する８歳の児童４名に対して，７週間８セッショ

ンから構成されるMTを実施し，マインドフルネス

を獲得できた児童は，課題従事行動が改善すること

や多動的行動が減少することを報告している。ま

た，Weijer-Bergsma et al.17） は，AD/HDを呈

する11-15歳の児童生徒とその親を対象として，８

週間８セッションで構成される集団形式のMTを

実施し，当該の児童生徒の持続的注意と行動上の

問題が改善されたことを明らかにしている。さら

に，Zylowska et al.10）は，AD/HDを呈する生徒

（８名）および成人（24名）を対象とし，マインド

フルネスの手続きをベースとしたMAPs（Mindful 

Awareness Practices）と呼ばれる８週間８セッ

ションから構成される訓練プログラムを実施し，生

徒および成人にかかわらず，AD/HD症状や注意機

能などが改善されたことを報告している。

　このように，これまでにも不注意や多動・衝動的

行動を示す児童生徒に対してMTの適用が試みられ，

概ね良好な成果が報告されてきている。しかしなが

ら，児童生徒を対象としてMTの効果検討を行なっ

た研究においては，その効果性を論じる際に，不注

意および多動・衝動的行動などの直接的なアウトカ

ム指標のみが用いられてきており，介入効果が生起
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するメカニズムに関しては，注意機能や脳活動の変

化の記述などの基礎的な研究が不足していることに

起因して，十分な検討がなされていない状況にある

と考えられる。

　他方で，成人を対象としてMTの有効性を検討し

た研究においては，情動（抑うつや不安など）や行

動などの直接的なアウトカム指標だけではなく，脳

波指標によって測定される脳活動への効果，ある

いは，認知課題の遂行量や反応時間などの行動的

指標を用いて間接的に測定される注意機能への効

果に関しても，数多く検討が行なわれている。た

とえば，脳波指標を用いた研究においては，マイ

ンドフルネス瞑想中に前頭におけるγ波の賦活が

生じること18），前頭におけるγ波の賦活は，マイン

ドフルネス瞑想の熟達の程度の向上に応じて増加す

ることが示されている19, 20）。なお，このγ波は，基

礎研究によって，トップダウンの注意処理21），注意

の活性や選択的注意22），意識的気づき（conscious 

awareness）23）と関連していることが示されてい

る。また，Chiesa, Calati, & Serretti24）は，MT

に関する研究動向や注意機能を測定している研究を

整理し，MTを実施することによって，認知課題の

遂行量や反応時間によって測定される選択的注意や

実行注意，持続的注意などの注意機能が改善される

ことを明らかにしている。これらの結果から，MT

を実施することで，注意機能に関連する脳活動の変

化が生じ，それによって行動的指標で出力される注

意機能の向上がもたらされると推察される。した

がって，MTの効果のメカニズムを検討するために

は，前頭におけるγ波や認知課題の遂行量や反応時

間によって測定される「注意機能」を指標として用

いることが有用であると考えられる。

　しかしながら，不注意および多動・衝動的行動を

示す児童を対象とした研究においては，認知課題の

反応時間等によって測定される注意機能を用いて

MTの効果を検討した研究はこれまでに見受けられ

るものの10，17），γ波によって測定される注意機能

を用いてMTの効果を検討した研究は見受けられな

い。先に述べたように，脳波を含めた注意機能の向

上は，不注意および多動・衝動的行動の改善のプロ

セス変数となっていることが十分に予測されること

から，これらの指標を用いて児童生徒に対するMT

の効果をあらためて検討する必要性があると考えら

れる。

　以上のことから，不注意および多動・衝動的行動

の改善にいたるメカニズムは，MTを実施すること

によって，まず訓練中の脳活動上の注意機能が向上

し，向上した「脳活動上の注意機能」が，直接的な

訓練時以外の「認知課題によって測定される注意機

能」にも波及することが想定できる。そして，これ

らの注意機能が向上することによって，日常生活の

さまざまな場面における不注意および多動・衝動的

な行動が改善すると考えられる。そこで本研究では，

不注意および多動・衝動的行動を示す児童に対して

MTを実施し，注意機能の変化を測定する脳波指標

（γ波）および課題指標（Trail Making Test），行

動上の変化を測定する他者評価指標を用いて多角的

にMT実践に関する効果の検討を行うこととする。

　なお，AD/HD症状におけるいわゆる臨床群

と健常群との連続性を検討した研究においては，

Taxometric 分析などの統計学的手法によって，

AD/HDは，連続性を有する可能性の高い疾患であ

ることが示されている25）。このことからMTの有効

性の検討に際しては，臨床サンプルに限らず，不注

意および多動・衝動的行動を示す児童生徒の一般サ

ンプルを対象とした研究も，有用な知見を得ること

ができると考えられる。

【方　法】

研究参加者

　関東圏にある学童保育所の運営責任者に対して研

究の趣旨を説明し，了解が得られた学童保育所にお

いて，研究参加者の募集を行なった。研究の趣旨を

保護者に対して説明し，研究参加に保護者の同意と

本人の了解が得られた児童12名（女子５名，男子７

名；平均年齢10.00±0.60歳）を対象とした。なお，

研究参加募集の際には，（a）心理療法や薬物療法

の既往がないこと，（b）AD/HD以外の精神疾患に

現在罹患しておらず，通院をしていないこと，（c）

８週間16回のセッションのMTプログラムのすべて

に参加可能であることを参加条件として提示した。

測　度

　不注意および多動・衝動的行動　ADHD Rating 

Scale‐IV日本語版（以下，ADHD‐RSとする）26）

を用いた。この尺度は，保護者や教師などの「児童
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をよく知る他者」に，過去６ヶ月の児童の不注意お

よび多動性・衝動的行動（各９項目）ついて回答

を求めるものである。各項目に対して，「０：ない，

もしくはほとんどない」「１：ときどきある」「２：

しばしばある」「３：非常にしばしばある」の４件

法で回答する。本研究では，研究参加児童の保護者

あるいは行動の特徴を十分に把握する学童保育所指

導員が回答を行なった。データ分析の際には，プ

レ期（以下，pre期とする）の尺度合計得点を用

い，田中27）が提示している90%値（18点）をカッ

トオフ値として，AD/HD傾向高群（５名；女子２名，

男子３名）およびAD/HD傾向低群（７名；女子３名，

男子４名）を設定した。また，効果の評価に際して

は，不注意および多動・衝動性の２つの下位尺度得

点をそれぞれ算出し，データ分析を行なった。

　注意機能（認知課題）　Trail Making Test（以下，

TMTとする）28）を用いた。本検査はPart Aおよび

Part Bからなり，Part Aは，「１-25」までの数字

がランダムに配置された用紙を使用し，数字を昇順

にできるだけ早く正確に線で結んでいく課題である。

Part Bは，「１-13」までの数字と，「あ-し」までの

ひらがながランダムに配置された用紙を使用し，で

きるだけ早く正確に，数字と文字を交互に昇順に結

んでいく課題である。両課題とも誤りがあった場合

は，直ちに訂正するよう求め，課題開始から終了ま

での時間を記録した。Part Aは選択的注意や持続

的注意，Part Bは転換的注意，切り替えの柔軟性

を反映するとされている29）。本研究においては，所

要時間を分析対象とし，所要時間が短いことを，選

択的注意機能（Part A），転換的注意機能（Part B）

が高いことを示す指標とした。

　注意機能（脳波指標）　脳活動上の注意機能の

変化を測定するため，脳波指標であるγ波（30-80 

Hz）を用いた。脳波測定においては，脳波測定実

施上の除外基準（脳波測定実施時に，病気やけがを

していないこと，カフェインや医薬品などを摂取

していないこと，過度の疲労や睡眠不足でないこ

と，左利きでないこと，参加者が女子の場合は月経

不順，または月経期でないこと）にあてはまった児

童２名を除外し，10名（女子５名，男子５名；高

群４名，低群６名）の児童の脳波を分析対象とし

た。Berkovich‐Ohana et al.18）の手続きに基づ

き，安静状態（５分；開眼2.5分，閉眼2.5分），マ

インドフルネス瞑想状態（５分）における脳波が

それぞれ測定された。マインドフルネス瞑想の手

続きは，意識を呼吸へ誘導する教示を，ICレコー

ダーを用いて直接，音声を提示し，その教示にした

がってマインドフルネス瞑想を行なうよう教示した。

脳波を記録するためのプログラムはPresentation

（Neurobehavioral Systems社製）および，ヒュー

レット・パッカード社製のノート型パソコンを用い

て作成した。脳波は，拡張10-20法に基づいた脳波

計である64ch HydroCel Geodesic Sensor Net，

脳波信号を増幅させるNet Amps 200 amplifier，

解析ソフトであるNet Station, Version 4.2, 

software（Electrical Geodesics社製），および

MacBook Pro（Apple社製）を用いて記録およ

び解析が行なわれた。脳波記録時のサンプリング

周波数は250Hzであり，頭頂電極（Cz）を基準電

極として記録した。インピーダンス値はElectrical 

Geodesics社が推奨する50 kΩ以下に設定された30）。

　マインドフルネススキル　MTによって獲得され

ることが期待される注意機能が改善することで得ら

れると考えられるマインドフルネススキルの獲得

の程度を測定するために，Child and Adolescent 

Mindfulness Measure（以下，CAMMとする）31）

を，原著者の許可を得て，本研究において独自に邦

訳したものを使用した。邦訳版の作成にあたっては，

バックトランスレーションの手続きを用いて，原版

との等質性を担保した。CAMMは，児童生徒にお

ける，内的な体験の観察，気づきをもった行動，価

値判断しない内的体験の受け入れの程度などを総合

的に評価する尺度である。各項目に対して，「０：まっ

たくあてはまらない」「１：ややあてはまる」「２：

あてはまる」「３：よくあてはまる」「４：たいへん

あてはまる」の５件法で回答を求めた。得点が高い

ほどマインドフルネススキルの獲得がなされている

ことを示す。

　MTへの取り組みの程度　MTへの従事の程度を

確認するために，参加児童に対し，（１）毎回のト

レーニング内容の理解度（「１：まったくあてはま

らない」「２：あまりあてはまらない」「３：ややあ

てはまる」「４：よくあてはまる」），（２）主観的な

毎回のホームワークへの取り組みの程度（「１：まっ

たくあてはまらない」「２：あまりあてはまらない」

「３：ややあてはまる」「４：よくあてはまる」）に
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ついて回答を求めた。また，（３）参加児童に対す

る取り組みの程度（「１：まったくあてはまらない」

「２：あまりあてはまらない」「３：ややあてはまる」

「４：よくあてはまる」）についてMTの指導にあたっ

た指導員に回答を求めた。

手続きおよび倫理的配慮

　Pre期　MT実施前において，ADHD‐RSへの

回答を求めた。児童に対しては，（１）研究参加者

の健康状態や，脳波測定の除外基準に該当しないこ

とを確認するためのアンケートへの回答を求め，研

究への参加が可能であると判断された児童に対して，

（２）CAMM，TMT，マインドフルネス瞑想中の

脳波測定を行なった。

　マインドフルネストレーニング　本研究において

は，AD/HDを有する者に対してカスタマイズがな

されているZylowska et al.10）に基づくMAPsを実

施した。本研究においては，８週間16回でプログラ

ムを構成し，児童を４名ごとの小グループに分けて

実施した。各セッションにおける具体的なトレーニ

ング目標，トレーニング内容，およびホームワーク

の内容をTable １に示す。毎回のトレーニング後

において，ホームワークの取り組みについてのアン

ケートへの回答，トレーニング内容についての理解

セッションの目的 セッション内容 ホームワーク

第１週 経験的にマインドフル
ネスな気づきに対する
理解を深める

①自己紹介
②呼吸へのマインドフルネス
③レーズンエクササイズ（レーズンの詳細な観
あ察と，舌触り，風味，唾液等の体への変化へ
あも注意を向ける）

①呼吸へのマインドフルネス
②マインドフルネスに食べる

第２週 自己に対する思いやり
を増す

①ホームワークの振り返り
②呼吸へのマインドフルネス（手はお腹にあ
あて，呼吸をするときのお腹の動きの変化に
あ注目する）

①呼吸へのマインドフルネス
②テレフォン呼吸（電話等
あ突然の出来事の際の呼吸
あを観察する）

第３週 気持ち，イメージ，考え
の連合を観察し，注意
をシフトする練習

①ホームワークの振り返り
②音へのマインドフルネス（音を聞きながら異
あなる楽器の音に注意をシフトしていく）
③今ここの体験（ボディスキャン；今ここにおい
あての身体感覚へ注意を向ける）

①呼吸へのマインドフルネス
②マインドフルネスな気づき
③ボディスキャン

第４週 集中する訓練 ①ホームワークの振り返り
②呼吸を整える練習（息を吸い込みながらリラッ
あクスし，吐く呼吸を整える）
③マインドフルネスウォーキング（体に注意を
あ向けながら歩く）

①呼吸へのマインドフルネス
②ボディスキャン
③マインドフルネスに靴の
あ脱ぎ履き

第５週 思考に対するマインド
フルネス

①ホームワークの振り返り
②匂いのマインドフルネス（匂いを意識的に
あかいでみる）
③二人組のエクササイズ（自分の長所・短所を
あ話す）

①呼吸へのマインドフルネス
②ボディスキャン
③不快カレンダーの作成

第６週 感情に対するマインド
フルネス

①ホームワークの振り返り
②風車を用いた呼吸練習（呼吸の視覚化に
あより呼吸を深く観察する）
③慈悲の瞑想（生きとし生けるものに対する
あ思いやりの瞑想）

①呼吸へのマインドフルネス
②ボディスキャン
③快カレンダーの作成

第７週 現在の一つ一つに対
してオープンな気づき
を促す

①ホームワークの振り返り
②呼吸へのマインドフルネス
③マインドフルネス・リスニング＆スピーキング
あ（ペアになり相手に伝え自分の話に集中する）
④慈悲の瞑想

①呼吸へのマインドフルネス
②ボディスキャン
③友人や両親を相手にマインド
あフルネス・リスニングを練習
あする。

第８週 マインドフルネスな気
づきの練習を振り返る

①ホームワークの振り返り
②呼吸へのマインドフルネス
③慈悲の瞑想
④感情を話し合う（ワークを完了して自分の変化
あや今後に活かして継続する方法を話し合う）

Table １　Contents of the Mindfulness Training program (Zylowska et al., 2008）10）
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度に関するアンケートへの回答を求めた。

　ポスト期（以下，Post期とする）　第８週目のト

レーニング終了後，約１週間後において，pre期と

同様の手続きで測定を行なった。

　なお，本研究は，早稲田大学「人を対象とする研

究に関する倫理委員会」の承認を受けて実施された

（申請番号2013‐140）。

データの処理方法

　脳波データ　記録された脳波のノイズは，

Bandpass filter（0.1-200Hz）およびノッチフィル

ター（50Hz）によって除去された。本研究におい

ては，安静条件の脳波として安静状態開始から150

秒，マインドフルネス条件の脳波としてマインドフ

ルネス瞑想開始から150秒が分析対象としてセグメ

ントされた。続いて，まばたきや眼球運動，その他

のアーチファクトが検出され（検出基準として150 

μVを用いた），測定精度が不良であった電極は，

周囲の電極から得られた信号に基づく推定値に置き

換えられた。また，アーチファクトは，Gratton, 

Coles, & Donchin32）に基づいたアルゴリズムに

よって修正された。以上の手続きによって処理され

た各データの各条件開始時間から0-2,500 msに対し

て，時間周波数解析（wavelet変換）が行なわれた。

本研究においては，先行研究において，瞑想時に有

意なγ波（25-45Hz）の振幅の増加が確認されてい

る右前頭部および左前頭部の電極によって記録され

た脳波データを分析対象とした18）。また，本研究に

おいては，HydroCel GSN 64 1.0の電極配置にお

ける，右前頭部の電極（２，３，57，59，60），左前

頭部の電極（９，11，12，13，14）によって記録

された脳波データを分析対象として用いた。その

後，右前頭部および左前頭部おける，各条件開始か

ら500-2,500 ms（2,000 ms間）におけるγ波の平均

log値を算出した。

【結　果】

AD/HD傾向による群分けの妥当性

　本研究で用いたAD/HD傾向の高低の群分けの妥

当性を検討するため，pre期における各群の合計得

点について，t 検定を行なった。その結果，群間

に有意な差異が認められたことから（t  (10) = 4.37，

p = .00），本研究における群分けは適切であったと

見なした。

MTへの取り組みの程度

　参加児童のトレーニング内容の理解度（M = 3.49, 

SD = 0.38），ホームワークに対する取り組みの程度

（M = 3.43, SD = 0.40），指導員の報告による参加

児童の取り組みの程度（M = 3.63, SD = 0.33）の

いずれの指標も，４件法の中央値（2.5）よりも高かっ

たことから，MTに対する参加児童の取り組みの程

度は良好であったと見なした。

MT実施前後における介入効果

　MTの効果を検討するため，ADHD-RS得点

（不注意得点，多動・衝動性得点），CAMM得点，

TMT（Part A, Part B）の所要時間，右前頭部お

よび左前頭部におけるγ波の平均log値のそれぞれ

を従属変数として，群２（AD/HD傾向高群，AD/

HD傾向低群）×時期２（pre, post）の２要因分

散分析を行なった。また，各群における従属変数の

変化について，Hedge’s g を算出し，MTの効果

の大きさを検討した（Table ２）。なお，効果量の

大きさの基準については，0.2未満を効果なし，0.2-

0.5を小さい効果，0.5-0.8を中程度の効果，0.8以上

を大きい効果と判断した33）。

　不注意および多動・衝動的行動　不注意得点にお

いては，有意な群の主効果（F（1, 10）= 17.05, p 

= .00）および時期の主効果（F（1, 10）= 7.45, p 

= .02），また，有意な交互作用（F（1, 10）= 8.11, 

p = .02）が認められた（Figure 1）。単純主効果の

検定の結果，pre期においてAD/HD傾向高群の得

点が高く（F（1, 20）= 13.87, p = .00），AD/HD

傾向高群においてpre期からpost期にかけて得点が

低くなることが示された（F（1, 10）= 24.34, p = 

.00）。また，効果量については，AD/HD傾向高群

で大きい効果量（g = 1.65）低群において小さい効

果量（g = 0.37）が示された。

　多動・衝動性得点においては，有意な群の主効果

（F（1, 10）= 5.06, p = .05）および時期の主効果（F（1, 

10）= 18.79, p = .00）が認められた。AD/HD傾向

高群の得点が低群と比較して高いこと，いずれの群

においてもpre期からpost期にかけて得点が減少す

ることが示された。また，各群における効果量は，

いずれも大きいことが示された（gs = 0.94, 2.87）。
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　マインドフルネススキル　CAMM得点において

は，有意な群の主効果（F (1, 10) = 7.65, p = .02）

および時期の主効果（F (1, 10) = 11.26, p = .01）

が認められ，AD/HD傾向低群の得点が高群と比

較して高いこと，いずれの群においてもpre期から

post期にかけて得点が上昇することが示された。各

群における効果量は，AD/HD傾向高群において大

きい効果量（g = 1.81），低群において中程度の効果

量が示された（g = 0.65）。

　注意機能（認知課題）　TMTのPart Aにおいては，

時期の主効果が有意傾向であった（F（1, 10）= 4.04, 

p = .07, gs = 0.43, 0.68）。一方，Part Bにおいて

は，有意な主効果および交互作用は認められなかっ

た（gs = 0.00, 1.12）。

　注意機能（脳波指標）　右前頭部および左前頭部

のγ波のlog値については，いずれの部位において

も有意な主効果および交互作用は示されなかった

（右前頭部：gs = 0.43, 0.32，左前頭部：gs = 0.31, 

0.70）。

γ波，TMTの所要時間，マインドフルネススキル，

不注意および多動衝動性の関連

Pre Post g Pre Post g

Inattention 15.80 8.80 1.65 7.57 6.29 0.37
(   2.39 ) (   5.50 ) (   3.15 ) (   3.68 )

Hyperactivity/Impulsivity 9.60 5.40 0.94 5.71 0.86 2.87
(   4.88 ) (   3.97 ) (   2.29 ) (   0.69 )

Mindfulness (CAMM) 30.60 38.40 1.81 39.29 42.71 0.65
(   3.29 ) (   5.13 ) (   5.71 ) (   4.86 )

Trail Making Test A 89.40 75.80 0.43 84.86 73.29 0.68
( 37.00 ) ( 25.10 ) ( 22.30 ) (   8.92 )

Trail Making Test B 108.20 108.20 0.00 132.43 99.71 1.12
( 11.58 ) ( 38.35 ) ( 37.20 ) ( 17.72 )

Right frontal γ activity 0.32 *1 0.47 *1 0.43 0.48 *2 0.85 *2 0.31
(   0.37 ) (   0.37 ) (   0.48 ) (   1.75 )

Left frontal γ activity 0.43 *1 0.29 *1 -0.32 0.61 *2 0.30 *2 -0.70
(   0.47 ) (   0.42 ) (   0.59 ) (   0.35 )

Note. *1  n= 4, *2 n= 6

High ( n = 5 ) Low ( n = 7 )
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Table ２　Descriptive statistics and within-group Hedge’s g effect sizes

Figure １　Changes of the inattentive score between pre training and post training
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　各測度間の関連を検討するため，不注意得点，多

動・衝動性得点，CAMM得点，TMTにおける

所要時間，γ波のlog値（右前頭部および左前頭

部）について，post期からpre期の変化量を算出し，

Pearsonの相関係数を算出した。その結果，多動・

衝動性得点の変化量とCAMM得点の変化量に有意

な負の相関が認められた（r = -.59, p = .04）。この

ことから，マインドフルネススキルの獲得がなされ

るほど，多動・衝動的行動が減少することが示された。

【考　察】

　本研究の目的は，不注意および多動・衝動的行動

を示す児童に対するMTの効果を，行動指標および

脳波指標などを用いて多角的に検討することであっ

た。本研究におけるマインドフルネススキルと不注

意および多動・衝動的行動の結果から，MTは，マ

インドフルネススキルの獲得，不注意および多動・

衝動的行動の改善に一定の効果を有することが示

唆された。このような行動面に対するMTの効果は，

課題従事行動や多動的行動などの行動面の改善が示

された研究11）とも一致する結果であると考えられる。

　一方で，注意機能においては，注意機能（認知課題）

を測定したTMTのPart Aの結果からMTは選択的

注意機能の向上に対して効果を有する可能性が示唆

されたが，転換的注意機能およびγ波にみられる注

意機能の向上に対しては，指標上の効果が認められ

なかった。これらの結果から，MTを受けることに

よって生じる注意機能の向上やそれによって身につ

くスキル（マインドフルネススキル）の獲得を仲介

して，不注意および多動・衝動的行動の改善がもた

らされるという，本研究において当初想定していた

プロセスは見出すことができなかったと考えられる。

　このような本研究の結果を踏まえると，MT実施

によって選択的注意機能の向上の可能性はあるもの

の，MTの効果のあらわれ方においては，注意機能

の改善が，必ずしも行動変容に先行して改善する変

数としてのみ位置づくわけではないという可能性が

考えられる。すわなち，MTを受けることによって，

本研究において想定していた方向性のプロセスのみ

ならず，不注意，多動・衝動的行動を変化させ続け

ることで注意機能の変化がもたらされるといった逆

の方向性のプロセスも存在し，双方向に互いに影響

を及ぼしあうプロセスが存在する可能性が考えられ

る。このようなプロセスを想定しうる先行研究とし

て，Lutz et al.19）の研究がある。Lutz et al.19）は，

マインドフルネス瞑想に熟達した者とマインドフル

ネス瞑想の初心者のγ波を比較し，有意な差異が認

められたことを示している。このことから，マイン

ドフルネス「スキル」の実践を繰り返して熟達する

ことによって，逆に脳活動（γ波）の変化にいたる

というプロセスを経ている可能性が考えられる。し

たがって，MTの効果のプロセスにおいては，脳活

動などの注意機能と日常で発揮されるスキルの間に

は，双方向的なプロセスが存在する（行動を変容す

ることによって，脳活動が変化する方向性もある）

可能性があると考えられる。

　したがって，マインドフルネススキルの実践に

おける「熟達度」といった観点から，Lutz et al.19）

の研究と本研究との手続きの差異を踏まえると，本

研究で行なったMTは，児童を対象としており，し

かも８週間という短い期間におけるマインドフルネ

ススキルの実践であったことになる。そのため，脳

活動を含む注意機能における変容にまで十分にいた

らなかった可能性を否定できないと考えられる。し

たがって，今後は，MT前後の評価だけでなく，長

期のフォローアップ期を設定し，MTが注意機能に

及ぼす影響に関してスキルの熟達度を考慮に入れて

検討する必要があると考えられる。

　さらに，今後の研究においては，注意機能を測定

する指標の効用と限界についても十分考慮する必要

があると考えられる。注意機能は，自動的処理段階

と統制的処理段階があるとされているが34），本研究

において対象としていた注意機能は，γ波および

TMTのいずれの指標も，処理の後半にあたる統制

的処理段階の注意機能を測定していると考えられる。

そのため，事象関連電位を用いた脳活動や認知課題

における反応時間など，特定の刺激に対する反応を

ミリ秒単位で測定する自動的処理段階における注意

機能についても別途検討する余地があると考えられ

る。

　また，本研究においては，不注意および多動・衝

動的行動の程度の観点からはMTの効果として，特

に，不注意および多動・衝動的行動を強く示す児童

において，マインドフルネススキルの獲得および不

注意的行動の改善に効果を有する可能性があること

が示唆された。MTにおいて中核的な役割を担って
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いると考えられている注意機能の改善は，前頭葉と

の関連が指摘されている35）。その一方で，AD/HD

を対象とした研究においては，AD/HDを呈する者

は，前頭葉における機能不全をもつことが指摘され

ており36），一貫した研究知見が得られているわけで

はない。しかしながら，本研究で得られた結果は，

注意機能の変容が先行して不注意的行動の変化が生

じた可能性がまったくないことは否定できないもの

の，行動理論を基盤とする（認知）行動療法的枠組

みから理解することが十分に可能であると考えられ

る。すなわち，不注意的行動と拮抗するような自身

の行動をコントロールする具体的な行動をスキルと

して繰り返し訓練することによって，不注意および

多動・衝動的行動が改善した（対立行動の分化強化）

と理解できる。したがって，今後は，この知見を踏

まえたさらなる研究の積み重ねが必要であると考え

られる。

　さらに，本研究においては，臨床サンプルにおけ

るAD/HDを呈する児童と一般サンプルとして不注

意および多動・衝動的行動を示す児童との間に連続

性を仮定し，その行動傾向の評定においては，単一

評定者による測定を行なった。AD/HDの診断基準

においては，当該行動傾向が複数場面において認め

られることが，より求められている条件のひとつと

されている３）。また，不注意や多動・衝動的行動は，

AD/HDに限らず一般の児童生徒にも日常的に認め

られるものである37）。さらには，それらの行動の生

起要因として，児童虐待等による愛着障害がある可

能性も指摘されている38）。そのため，本研究で用い

たAD/HD傾向の評定方法においては，AD/HD以

外の行動傾向が生じた可能性を十分に排除すること

が困難であり，AD/HDの連続性が担保されたサン

プルとしての妥当性は必ずしも高くないという可能

性は否定できないと考えられる。一般サンプルを対

象とする際には，野田他２）の研究手続きにみられ

るような保護者と教師の二者評定（家庭と学校など

の複数場面の行動評定）を行うなど，一般サンプル

から抽出されるアナログサンプルとしての妥当性を

高めるさらなる工夫が必要であると考えられる。

　また，AD/HDは，不注意優勢型，多動・衝動性

優勢型，混合型のサブタイプに分けられることが知

られている３）。本研究においては，AD/HDに共通

して認められる注意機能に関する障害を主たる検討

対象としてMTを実施した。しかしながら，宇野35）

は，各サブタイプが有する注意機能の問題に関して，

不注意優勢型は主に頭頂葉の注意機能に，多動・衝

動性優勢型は右前頭葉の注意機能に，混合型では両

方の注意機能に問題をもつ可能性を指摘している。

本研究は，サンプルサイズが小さいためサブタイプ

による検討は実施することができなかったが，今後

はよりサイズの大きいサンプルを用いて，かつ頭頂

葉を含む広範囲な部位の脳活動も併せて測定するこ

とによって，サブタイプに対するMTの作用機序の

差異を検討する必要があると考えられる。
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